6.　国保労働者の取り組み

2024年度活動方針
１．国保連労働者を取り巻く情勢
（１）近年、出生数の急減も相まって、少子高齢化が急速に進んでおり、高齢者にかかる給付費の増加や、社会保険料・税の中心的な担い手である生産年齢人口の減少等により、国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険の保険財政は厳しいものとなっています。 

また、６月16日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2023（骨太の方針2023）」では、「勤労者皆保険の実現、年齢や性別にかかわらず働き方に中立的な社会保障制度の構築に向け、企業規模要件の撤廃など短時間労働者への被用者保険の適用拡大」等を進めるとしており、国保における勤労者である被保険者の減少による保険財政への影響が懸念されます。 

急速な少子高齢化や被用者保険の適用拡大等による国保被保険者の減少により審査支払件数が減少し、国保連合会の審査支払手数料収入は減少していく状況にあります。 

（２）５月12日、医療費適正化や市町村事務の標準化・広域化の推進に関して都道府県国保運営方針の必須事項とすることや、医療費適正化計画の内容の充実、第三者行為求償事務のうち広域的対応が必要なもの等を都道府県が市町村から委託を受けて行うことを可能とする等の内容が盛り込まれた「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律」（以下「全世代型社会保障法」という。）が成立しました。 

全世代型社会保障法には、国保連合会の業務として、「医療費適正化に資する情報の収集・整理・分析、その結果の活用の促進に関する業務」が追加され、業務運営の基本理念にも、レセプト等の分析を通じた医療費適正化に努めなければならないと規定されました。 

（３）政府は、岸田文雄首相を本部長とする医療ＤＸ推進本部（2022年10月設置）のもと、「全国医療情報プラットフォームの創設」「電子カルテ情報の標準化等」「診療報酬改定ＤＸ」を柱とする、医療ＤＸの検討を進め、６月２日に「医療ＤＸの推進に関する工程表」が取りまとめられました。 

この工程表では、レセプトの収集・分析やオンライン資格確認等システムの開発等のノウハウを生かす観点から、社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）について、抜本的に改組し、審査支払機能に加え、医療ＤＸに関するシステム開発・運用主体とすることとしています。 

厚生労働省は法改正を見据えて、今後組織や人員体制、運用資金のあり方などを検討していくこととしており、改正後の組織と国保連合会・国保中央会のあり方についても、改正のプロセスの中で検討される見通しです。 

（４）2020年７月に閣議決定された「規制改革実施計画」に従い、厚生労働省が開催した審査支払機能の在り方に関する検討会における議論を踏まえ、2021年３月に「審査支払機能に関する改革工程表」が策定されました。 

国保連合会・国保中央会は、この工程表に基づき設置された審査支払システム共同開発推進会議のもと、政府情報システムにおけるクラウドサービスの適切な利用にかかる基本方針（2022年12月決定）も参考としながら、医療ＤＸとりわけ診療報酬改定ＤＸの作業との整合性を確保しつつ、審査基準の統一化やシステムの支払基金との共同開発・共同利用を進めていますが、国保総合システムの2024年度更改に伴い保守・運用費用が現行システムより高額となることが課題となっています。 

また、2021年５月に公布されたデジタル改革関連法により、行政の分野においてデジタル化を推進していくこととされました。とりわけ「地方公共団体情報システム標準化に関する法律」では、2025年度末までに、国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険・障害者福祉を含む20分野で自治体システムの標準化がガバメントクラウドを活用して進められることとなっています。 

こうした状況を受け、審査支払システム共同開発推進会議では、審査領域の共同利用に向けた今後の進め方について、保険者負担の縮減が必須との観点から、国保・被用者保険者関係者の理解を前提に、クラウド化が先行する支払基金の審査システムを国保連合会でも利用できるよう必要な改修・機能強化を行うとともに、システムのモダン化によりコストの縮減を図り、共同利用する方向で議論が進んでいます。 

国保総合システムの保険者共同処理系についても、早期の運用コスト縮減をめざすため、マイクロサービス化やデータベース等の集約化など、クラウドに最適化されたものにする必要があるとして、2024年度から順次、追加改修を行い、2025年度からのコスト削減効果の発現をめざすとともに、国保総合システムの保険者共同処理系と国保事務処理標準システムとの機能分担を検討したうえで、ガバメントクラウドへの移行についても、デジタル庁と検討される見通しです。 

一方、医療ＤＸの推進が政府を挙げた取り組みとなったことから、診療報酬改定ＤＸの作業への人的リソースの優先的導入が求められるようになり、システムのモダン化対応に必要な開発期間等の確保や、国保総合システムの保険者共同処理系のクラウドネイティブ化なども含めて、新たに生じた制約や課題への対応が必要な状況となっています。あわせて、審査システムの共同利用に伴う費用の準備に向けては、先行きが不透明な状況にあります。 
（５）国保連合会・国保中央会は、介護保険・障害者福祉関係業務として、2023年度からケアプランデータ連携システムや障害福祉サービスデータ連携機能の本格運用を開始し、全世代型社会保障法では、厚生労働省が運営しているＬＩＦＥ（科学的介護情報システム）の国保中央会への移管を含めた国保連合会・国保中央会による介護情報基盤の整備も進められることとなりました。 

また、2022年12月に改正された感染症法により、流行初期医療確保措置の仕組みが創設され、国保連合会・国保中央会へ国保・後期分の費用請求支払業務が委託されることとなりました。 

2022年６月に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた重点計画」において、予防接種事務全体のデジタル化に取り組むとの方針が示され、それを踏まえた2022年12月の予防接種法の改正により、国保連合会・国保中央会に予防接種の費用請求支払および予防接種記録・予診情報管理等の業務が委託されることとなりました。 

国保連合会・国保中央会に対して、国・地方自治体から、多分野にわたる業務支援の要請が続いている状況にあります。 
（６）マイナンバーカードと健康保険証の一体化等を盛り込んだ改正マイナンバー法が６月９日に公布され、2024年秋に健康保険証が廃止されることとなりましたが、マイナンバーカードの健康保険証利用をめぐっては、オンライン資格確認において異なる個人番号が登録されたことにより、別人の資格情報が紐づけられる事案など、トラブルが相次いで明らかとなっています。 

国は、この誤登録事案の発生を受け、オンライン資格確認における登録データの正確性確保のための取り組みとして、全保険者に点検作業を要請し、６月末までに作業状況を、７月末までに作業結果の報告を求め、８月に集計結果を公表するとした。国保中央会と支払基金とで構成する医療保険情報提供等実施機関では、保険者への依頼の送付や報告の集計等を行うこととなりました。 

また、登録済みデータ全体のチェックとして、８月から制度毎に順次登録済みの個人番号でＪ－ＬＩＳ（地方公共団体情報システム機構）から５情報（カナ氏名、漢字氏名、性別、生年月日、住所）を取得し、中間サーバで突合を行い、その結果を保険者へ送付するとしました。市町村国保の照会は、10月頃に国保中央会から国保連合会を経由して行う予定となっています。 

（７）国保連合会・国保中央会は、今般の環境変化等に対応し、中長期的な視野に立
って、今後のあり方を検討するためとして、新たな「国保連合会・国保中央会のめざす方向」（以下「めざす方向2023」という。）の策定を進め、「国保連合会・国保中央会のめざす方向」検討委員会での最終取りまとめ案が、３月の全国国保連合会総合調整会議、国保中央会の定期理事会および定期総会において、それぞれ承認されました。 

また、「めざす方向2023」の策定に向けた議論の過程では、めざす方向を実現していくにあたって制度改正等が必要な事項について、国保連合会・国保中央会から厚生労働省へ要請が実施されました。
３．たたかいの指標 
（１）賃金労働条件改善のたたかい
① 2023秋闘、2024春闘をはじめとする賃金・労働条件の改善要求については、自治労本部、都道府県本部に結集し、たたかいを構築します。また、妥結事項については確認書・協定書等による協定化を推進します。 

② 国保被保険者数の減少に伴う減収や、国保総合システムの2024年度更改に伴う保守・運用費用の増嵩等を踏まえ、手数料等の引き上げ交渉を見据えた内部努力、自治体における賃金等独自カット準拠を理由にした安易な賃金・労働条件の引き下げについて原則反対の立場で取り組みます。

③ 各闘争期における運動のあり方について、要求書の作成、使用者回答の共有、妥結の判断等、節目節目でしっかりと組合員の意見を聞くという基本的なプロセスを徹底します。また、各都道府県本部のスケジュール（要求書提出時期、ヤマ場の設定、統一行動ゾーン）を踏まえて取り組みます。 

④ 人員要求は、組合員の労働条件に関わる重要な要求であり、職場点検や安全衛生委員会で報告された職場ごとの時間外勤務の実態などを基礎として、人員確保闘争に積極的に取り組みます。人員確保闘争は、重点闘争として通年的に取り組むこととし、闘争スケジュールについて、予算編成時期や採用募集時期等を考慮しつつ、都道 府県本部の闘争スケジュールに沿って取り組みます。 

⑤ 人事評価制度については、労組法適用団体としての立場を主張し、安易な導入は許さない立場で取り組みを進めます。

⑥ 国保連合会間における賃金・労働条件の格差解消と高位平準化を展望し、たたかいに結合させるため、「国保連職場到達指標闘争」に取り組みます。

（２）職場の安定確保と雇用を守るたたかい

① 持続可能な社会保障を確立するため、国民健康保険事業、後期高齢者医療事業、介護保険事業、障害者総合支援事業等の各種事業について、不断の見直しが行われており、業務の担い手として国保連合会が活用されることも考えられます。情勢を的確に捉え、労働組合目線での課題の発見、整理が必要です。 また、新たな業務受託に際しては、必要なマンパワーの確保をはじめ、労働法制の遵守や労働安全衛生体制の強化など、安定的な雇用や労働環境の充実は不可欠です。使用者に対して、制度課題に対応できうる組織機構体制の確立と雇用や労働条件を確保する使用者責任を追及し、国保連合会の存在意義をさらに高める取り組みを求めます。 

② 審査支払機関改革やデータヘルス改革の状況によっては、審査支払機関の組織統合など、組織課題への波及が想定されるため、「自治労の四つの視点」の考え方を基軸に据えた運動展開が求められます。また、私たちは引き続き公的医療保険制度における審査支払機関の役割についての正しい認識と業務のあり方に関する「普遍的な考え方」を浸透させる取り組みを進める必要があります。


【自治労の四つの視点】

・国民健康保険は都道府県並びに市区町村の所管事務であることから、分権・自治の理念を踏まえ、保険者である都道府県並びに市区町村の意向が十分に尊重されるべきです。

・保険者である都道府県並びに市区町村が担う保険者事務の運営に支障が生じることのないよう検討されるべきです。

・国保連合会と支払基金それぞれの設立の沿革、団体の役割、業務の内容が異なることを踏まえて検討されるべきです。

・単純なコスト削減論ではなく、国民皆保険制度におけるレセプト審査支払機関の果たす役割を踏まえ、医療保険制度全体の中に位置付けて検討されるべきです。
③ 個人情報を取り扱う職場として、引き続き慎重な対応を図ることが地域住民の権利を守るとともに、自らの職場の基盤強化につながることを認識しなければなりません。また、画面審査等の情報機器作業労働が避けられない職場環境であることを認識し、すべての労働者が健康で働き続けられる職場をめざし、環境整備を進めます。

④ 業務量と人員の比率等を注視していくとともに、36協定を基本としながら過度な時間外労働や不払残業の無いよう地連内の情報収集に努めます。 

⑤ 適正な医療を確保するため、審査支払の充実に向けた職場環境の構築を進めます。

⑥ 国保連職場の抱える課題等について、上部団体への意見反映・連携強化を目的とし、各道県本部定期大会等機関会議での発言を推進します。 

⑦ 「めざす方向 2023」の策定を契機に、自らの仕事や組織のあり様を見直す中で将来展望を検討する取り組みを日常化します。

（３）安全衛生体制確立と快適な職場づくり
① 情報機器作業協定の締結を徹底する。さらに、「ＶＤＵ作業協定（協議会案改訂版）」に基づき、各単組の情報機器作業協定の制定・見直しを行います。

見直しにあたっては、各職場の実態を踏まえた協定の策定や、環境整備チェックリストの活用など、各単組が創意ある対応を図ります。また、策定にあたっては組合員の意見集約や協定の全体化を図ります。
②　労働安全衛生確立のため、労働安全衛生法に基づき、労使同数で構成する安全衛生委員会を各職場で設置させ、職場改善に向けた機能強化に取り組みます。
③　業務内容の多様化などを背景に、メンタルヘルス不全等の問題の増加が報告されています。それらの課題解消に向け、学習活動により理解を深めるとともに、あらゆるハラスメントを絶対に許さないという強い覚悟と毅然とした態度で臨み、使用者に対しハラスメント等の対策を求めていきます。また、ストレスチェックの実施については、個人情報の保護等がしっかり担保される体制整備を求めます。
④　ＩＣＴ化の進展に伴う職場環境の見直しや改善に向けて取り組みを行います。
⑤　使用者に対し安全配慮義務を徹底させ、組合員の健康を守るための体制整備を求めます。

（４）組織強化のたたかい

①　新規採用職員の組合への加入促進と、組合未加入者の解消を図る取り組みを強化するため、各道県本部との関係強化など日常的な組織運営の継続と強化を図ります。とりわけ、新規採用職員に対するオルグの実施など創意工夫を図ります。
②　青年・女性を中心とした下部組織及び専門部段階での交流を深め、各単組の組織強化を図るため、状況に応じた単組間交流会を開催します。

国保労組協議会の方針を踏まえ、地連内共通の課題はもとより各単組の問題点の共有・解決を目的とした会議や学習会を開催します。
③　国保連職場は労働組合法適用団体であることを踏まえ、活動強化を目的として職専免の維持・拡大に努めます。
④　国保労組協議会の方針を踏まえ、男女を問わない活動家の育成に向けた取り組みが急務であることや、組合活動への意識が希薄になり得る状況であることを鑑み、地連内各単組における次世代活動家育成に向け地連アクションプランとして４項目の取り組みを行います。
【次世代活動家育成に向けた地連アクションプラン】

１．新規採用者の組合加入を100％とする

２．新規加入者に対しオルグを実施し、組合活動を理解してもらう

３．組合活動への理解を深める学習会を実施する

４. 職場集会や教宣紙等を活用した定期的な活動の説明・報告及び組合員との意見交換を実施し、単組状況の把握と課題解決に取り組む
⑤ 男女を問わない地連内組合員の連携強化並びに将来の単組活動家・役員の育成を目的とし、次世代活動家学習会を開催します。
⑥ 非正規労働者の組織化等の課題については、パートタイム・有期雇用労働法や労働契約法を正しく理解するための学習会を開催するなど、非正規労働者の組織化と同一労働・同一賃金にむけた処遇改善等に取り組みます。
組織化された単組においては、更なる仲間づくりや、非正規の組合員が単組活動に積極的に関われる仕組みづくりに取り組みます。
⑦ 役員変更時には基本行動チェックリストを活用したチェックを実施し、前回チェック結果との比較によって、自分達の足場を確認する取り組みに努めます。また、地連内単組力量の底上げを目的として、幹事会等の機会を活用し結果について議論を行います。
（５）女性労働者のたたかいと組合活動への参画
① 男女共同参画の運動づくりに向けた取り組みの推進をめざすうえで女性労働者の学習と交流を図り、活発な意見交換により私たちの生活と職場環境を守る取り組みの強化に繋げていくことを目的とし、女性代表者会議を開催します。
② 地連内女性部統一目標を推進し、地連内女性部の高位平準化をめざします。
【2024女性部統一目標】

１．女性活動の活性化

（１）機関紙等を用いて、年３回以上女性活動の周知に取り組む

（２）女性部統一テーマに基づいた学習会を年３回以上開催し、男性組合員にも参加を求める

（３）女性組合員の交流を深めるための行事を開催する

（４）女性の働く権利確立運動強化月間において、周知ポスター等を作成し意識付けを行う

２．権利執行への取り組み

（１）誰もが生理休暇を行使できるよう、各種取り組みを行う

３．役員・活動家の育成

（１）単組内執行委員の女性の割合を３割以上とする

（２）意思決定や議論の場への女性参画ができる環境づくりに向けた取り組みをする
③ 女性部活動の幹事単組を中心に、組合参画や権利行使に向け、当該単組女性部及び幹事が主体となって取り組みます。

（６）次世代労働者のたたかい

① 若年層を対象に労働組合の基礎知識習得や現状把握、同世代の仲間づくりを目的とし、次世代活動家学習会等を開催する。内容はレクリエーションを通して他単組との連帯意識を高めるものとし、ワークショッ プで基本的な闘争サイクル（要求・交渉・妥結・協約締結）を体験すること等で、各単組執行部の担い手となることをめざします。 
② 自治労が主催する青年女性夏期交流集会への結集についても積極的に取り組んでいきます。
（７）調査・集約・情宣活動

① 国保連職場の課題解決と到達指標闘争推進のため、確闘・春闘時の取り組み状況の集約や、闘争時に限らず各単組で行われている特長的な取り組み等、タイムリーな情宣活動を図ります。
② 組合員に適切な情報をタイムリーに伝える「宣伝」の役割に加え、的確な分析や働くものの視点で捉える「教育」の役割を担う機関紙の充実に向け、機関紙を年４回以上発行します。
③ 実態調査は年休・時間外の他、必要に応じて取り組みます。

（8） 全労災自治労共済事業の推進

全労災自治労共済事業は、組織強化、組合員結集に自主福祉運動としてお互いに掛金を出し合い、不幸にみまわれた仲間の生活を守り、その家族のくらしを再建するために、私たち自身が運営する相互扶助の制度です。私たちは、全労災自治労共済事業をより発展させるために、次の取り組みを行います。

① 全労災自治労セット共済等の加入促進（説明会の開催）　

② 全労災自治労共済関係の諸会議への参加

③ 集金等の諸事務

（９）各専門部のたたかい
組合員の資質の向上と団結を強めるため、総参加・総行動・総学習を基本に次の活動を進めます。

〔賃金対策部〕

1 部会・学習会の開催

2 賃金の実態を把握し、格差の是正、ワタリ制度の改善に努める

3 賃金及び労働条件に関する資料の収集

4 賃金及び労働条件に関する調査の実施

5 組合費及び自治労共済等の天引き依頼
〔組織部〕

1 部会・学習会の開催

2 各種集会の出席状況の把握

3 単組内組織状況の把握（組合規約・労働協約等）

4 各種要求の把握
5 全労災自治労共済事業の推進
〔教育宣伝部〕

1 部会・学習会の開催

2 機関紙の作成及び配付

3 自治労等機関紙の配付
〔福利厚生部〕

1 部会・学習会の開催

2 職場環境の整備改善

3 たすけあい金庫の貸し出し等
〔文化体育部〕

1 部会・学習会の開催

2 組合員のコミュニケーションを図るためのレクリエーション等の開催
〔女性部〕

1 部会・学習会の開催

2 自治労福島県本部女性部及び県北総支部青年女性部、全国国保労組協議会並びに東北北海道地連国保労組協議会主催の諸会議・交流会への参加

3 各種統一行動への参加

4 権利点検等の調査
〔青年部〕

1 部会・学習会の開催

2 自治労福島県本部青年部及び県北総支部青年女性部、全国国保労組協議会並びに東北北海道地連国保労組協議会主催の諸会議・交流会への参加

3 各種統一行動への参加

4 権利点検等の調査

（10）要求吸い上げ及び交渉について

組合員の要求吸い上げについては定期的に行い、緊急の要求については、随時使用者と交渉していきます。 
（参考）

2024年度国保連職場到達指標
１．賃金運用制度の確立
　　　すべての在職者が定年まで昇給が可能となる賃金運用制度を確立する。
２．天下り人事反対
常勤役員までを内部登用とする。
３．人事の民主化
異動、昇任・昇格等については、全て労働組合との事前協議事項とする。
４．個人情報保護
（１）プライバシー保護委員会を設置する。
（２）委員会に労働組合代表を参加させる。
（３）情報セキュリティ対策を強化する。
５．労働安全衛生体制（快適職場づくり）確立
（１）労働安全衛生委員会を定期的に開催する。
（２）労働安全衛生委員会は労使同数とし、労働組合代表を参加させる。

（３）ストレスチェックや面接指導を踏まえ、職場環境を改善する。
（４）情報機器作業協定を締結する。
（５）情報機器作業が特定の職員に偏らないよう配慮をする。
（６）情報機器作業における環境整備を行う。
６．適正な人員の確保
（１）職場実態に見合った適正な人員を確保し、恒常的な時間外労働を解消する。
（２）審査委員および常務処理審査委員については、審査の充実・強化のため適正な人員を確保する。

